[bookmark: _Toc65573601]５　再整備手法について
本市場が目指すべき姿を実現するためには、強みを活かして弱みを補填し、市場間競争に打ち勝つための新たな機能強化を目指していく必要がある。その機能強化の手法としては、長寿命化計画に加えて改修・増築により対応するのか、建替えによる再整備を進めていくのか、その機能強化の方向性を検討していく必要がある。
そこで、卸売市場のみならず近年公共施設の新築や改修等、行政の財政負担の軽減や良好なサービス維持・提供、民間の事業機会の創出等を目的に検討されているPFIやPPPといった民間資本の活用について、民間事業者への意向調査や整備手法のパターン等を整理し、再整備手法やその可能性について比較・検討を行う。

[bookmark: _Toc65573602]民間資本活用の可能性について
民間資本の活用について
機能強化の方向性において、多くの機能は、改修・増築や建替えによる再整備の検討が必要であり、とりわけ機能強化の効果を最大限に発揮するためには建替えの必要性が高いため、建替えによる再整備の際の手法について従来方式と、民間資本を活用した手法について比較検討する。
民間資本を活用した再整備手法のイメージを図 49に示す。事業手法によっていくつかパターンはあるが、一般的には民間事業者が自ら資金調達して市場施設及び収益施設を建設し、収益施設からの収入と、市場施設の整備事業費を行政が割賦で支払う収入によって事業を実施する。この方式はいわゆるサービス購入型と呼ばれるPFIの手法の一つであるが、市場部分の使用料収入まで民間事業者で徴収し、その収入も含めて事業を実施し、行政側の支出が伴わない、あるいは限りなく負担を減らすという独立採算型の手法もある。

[bookmark: _Ref62221198]図 49　民間資本を使用した再整備事業のイメージ
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事業手法について
建替えによる再整備の際の事業手法の比較として、施設整備の資金調達・設計建設・施設所有と、運営における維持管理・修繕資金調達・市場運営それぞれの項目について、官民の役割分担を整理し、それぞれの分担に応じた事業手法について、メリット・デメリットを表 35にとりまとめる。

[bookmark: _Ref61870138][image: ]表 35　民間資本を活用した再整備の事業手法と役割分担一覧表














行政側の財政負担の観点でみると、従来型の公設公営が最も負担が大きく、DB方式・DBO方式については、一括して性能発注できるという点でのコスト縮減が図れるが、基本的には施設整備・修繕に関する資金調達を行政側で負担するという点で、大きな財政負担の軽減は期待できないのが一般的である。
PFIについては、サービス購入型であると、建設費を民間事業者が調達するため、行政が初期費用として大きな起債を起こす必要はないが、サービス対価の支払いが発生するため、ライフサイクルコストまで考えた際に、財政負担の軽減は大きく見込めないことがある。
行政の財政負担を減らすという観点では、PFI事業の独立採算型として、民間事業者がサービスの受益者から直接収入（利用料）を得つつ、付帯事業により収益を得て事業を実施する、あるいは公的不動産の利活用による民設民営の方式が、行政負担が最も軽減できる手法である。ただし、いずれの場合も民間事業者の収益事業が卸売市場部分の整備・運営等含め、採算が取れることが重要となるため、民間事業者が収益事業を行うための余剰地あるいは未利用容積をどれほど捻出できるか、またその土地の価値や卸売市場との相乗効果がどれほど期待できるか、という検証が必要となってくる。また、民間事業者にとっての事業リスク（卸売市場部分の家賃収入リスクや管理運営の煩雑さ）や市場内事業者にとっての市場設備・運営の不透明さがあり、それらの課題を克服していく必要がある。
卸売市場で民間資本を活用した事例として、PFI事業を実施している市場は神戸市中央卸売市場の1件であり、その内容も関連棟の施設整備・運営と活性化事業のみである。現在のところ再整備を実施する市場の多くで検討しているものの、市場業務の管理運営を含めたPFI事業はいまだ存在しない。また、その他の民間資本活用の手法として、指定管理者制度がある。図 50に示すとおり、中央卸売市場では本市場のみ、地方市場を含めると35市場で事例があり、その中で利用料金制を採用している市場が13市場である。なお、市場関係者以外の組織が運営している実績はない状況である。
このような状況から、卸売市場の民間資本活用に関して、市場運営とその収益性が課題であり、業界外から参入することは難しいと考えられる。そのため、いかにして余剰地あるいは未利用容積を確保し、収益事業と組み合わせることで、土地の魅力と卸売市場との相乗効果を発揮し、民間事業者が事業を実施する条件を整理できるかが、市場における民間資本活用の検討では重要となってくる。

[bookmark: _Ref61874132]図 50　（左）指定管理を実施している市場の種類
（右）指定管理を実施している市場の利用料金制の採用状況
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資料：総務省「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果」（R1.5）より
流通研究所作成


民間事業者の意向調査
民間事業者の卸売市場における事業参入の意向を調査するため、総合建設業や建築業、不動産業等で民間資本を活用した事業の実績が多数ある民間事業者4社にヒアリングを実施した。
ヒアリングの際には各社に同じ設問を行い、民間資本を活用する際に収益施設の検討で要点となる、本市場の土地の価値やその施設がどのような施設に向いているかの可能性、卸売市場と収益施設の事業的な連動や地域住民や観光地としての賑わい創出の可能性、それら可能性のある事業スキーム及び本市場にて民間資本活用の再整備事業を行った際の参入意欲について調査した。各社からの回答結果を表 36に示す。
[bookmark: _Ref61871323][image: ]表 36　民間事業者への意向調査結果整理表










凡例　◎：可能性が非常に高い　○：可能性がある　△：可能性は低い　×：可能性はほぼない

各社ともに本市場の土地の評価は高く、参入意欲も高い結果であった。収益施設としては、物流施設の可能性が非常に高く、その理由として本市場の立地は物流面でみて関西有数の好立地にあり、都市計画上で北大阪流通業務地区に位置していることから、周辺に関連事業者も多く、コロナ禍を背景としたオンラインショッピング等のEコマースが伸長し、倉庫需要が増えていることなどが挙げられる。それ以外の用途としては、商業施設について限定的な可能性があるという意見があった。また、他の民間資本活用の際に収益施設となっているホテル・住宅や温浴施設などの娯楽施設については、可能性が低いという結果となった。
収益施設については物流施設の可能性が高いということもあり、市場との連動の期待がある一方、賑わい創出については周囲に既に大型商業施設もあり、物流団地という立地的な面で難しいという意見が多かった。
手法については、業種でDBO・PFIか借地方式かで意見が二分した結果となった。次頁に民間事業者から行政への主な意見・要望を整理する。

【民間事業者から行政への主な意見・要望】
· 時間軸が最も重要であり、民間事業者にとって事業投資のための意思決定には検討のスピード感が重要
· 再整備の方針を早めに打ち出すことで、民間も早めの方針立てが可能
· 利益がでない公募には応札したくてもできないので、本当に必要な施設であるのであれば、事業が成り立つ予算措置を期待
· 民間企業が市場関係者間の調整を単独で行うことは難しいため、行政側でそれらの調整を行うことを希望
· 民間活力導入は、余剰地を生み出すことにより資金を捻出する手段の一つであると捉えてほしい
· 周辺に区画整理事業等があれば、種地としての有効活用の可能性や、事業として市場再開発と複合的に発注ということも可能性として検討してほしい
· 事業参入の判断材料として、建設費（事業費）の規模は一つの大きな材料
· リート（不動産投資信託証券）の活用を考えた際に、定期借地であると限られた期間で更地返却する必要があり、価値が下がってしまうので普通借地が望ましく、長い期間での契約になればなるほどリートへの魅力となる
· 郊外に立地する物流センターの場合、働き手を集めることに苦労しており、その点で本市場の立地は住宅地が近く優位性がある
· コロナ禍の状況も鑑みて、不可抗力等に関する措置に関し柔軟な協議が必要
· 現在地再整備となれば長期間のローリング工事が必要となる可能性が高いため、物価変動リスクや応募時にテナントを決めきれない、などのリスクを公募条件に配慮してほしい



[bookmark: _Toc65573603]他市場における民間資本活用の取組みについて
他市場における再整備事業の民間資本活用を実施・検討している主な卸売市場について表 37に示す。神戸市中央卸売市場で事業実施中のほか、現在事業者公募や整備手法の検討をしている市場として、富山市公設地方卸売市場や奈良県中央卸売市場、広島市中央卸売市場が挙げられる（令和3年1月末現在）。その3市場では、いずれも民間事業者が収益事業を行えるよう、余剰地やそのためのエリアを捻出することで、再整備事業における行政側の財政負担を軽減させる方向性で検討を進めている。次頁以降に他市場の民間資本活用の取組み状況を整理する。

[bookmark: _Ref61878436]表 37　再整備事業として民間資本活用を実施・検討している主な卸売市場
	市場名
	実施状況
	事業手法
	実施・検討状況概要

	神戸市場
	事業中
	PFI
（BTO）
	卸売市場では唯一のPFI事業での整備例
PFI事業の対象は物流関連棟の整備・維持管理業務＋市場活性化事業のみのサービス購入型で事業実施中

	福岡市場
	公設で
整備
	PFI
	業界からの公設維持の要望や、VFMが低い、直営でも交付金が下りるなどを理由に断念

	豊洲市場
	公設で
整備
	PFI
（BTO）
	土壌汚染対策の課題もあり、事業全体の検討に時間を費やし、PFIの検討を行うと開業目標年に間に合わないことから断念

	大津市場
	交渉
打ち切り
	公有財産の
利活用
	土地を定期借地とし、市場施設を事業者に譲渡することでの民設民営市場を検討するものの、優先交渉者と条件が合わず事業停止中

	富山市場
	事業者
選定中
	公有財産の
利活用
	市場敷地全体を定期借地方式で市場＋収益施設を建設し、リース形式で市が市場を賃借し、公設の市場として引き続き運営する予定

	奈良市場
	事業手法策定中
	PFIを予定
	市場エリアはサービス購入型のPFI方式の採用を基本とし、賑わい創出エリアは官民分担を明確にしてフードホールやホテル等を整備予定

	広島市場
	事業手法策定中
	今年度末
決定予定
	対話事業者を公募して事業手法を策定するという、市場ではこれまでにない手法に取り組んでいる


資料：各市場公募要領、自治体ホームページ公開資料等を基に流通研究所作成

卸売市場でPFI事業が成立しない主な理由として、①事例が少ない、②場内事業者にとって公設公営であることの要望が強い、③市場運営の特殊性から民間側が運営まで担うことが難しい、ことが挙げられる。ただし、②、③については、本市場では指定管理者の活用等により、一定の理解が得られている状況であるといえることが、民間資本活用の検討において本市場の強み、導入のためのポイントであると考えられる。

神戸市中央卸売市場の事例
平成12年3月に再整備基本構想を策定し、第1期事業として敷地西側の施設を東側に移転集約（平成16～21年度）
第1期事業では埋め立て造成が市による従来方式、施設整備はPFI（BTO方式）のサービス購入型の事業形態で実施
募集・選定方式は総合評価一般競争入札
PFI事業の範囲は、整備業務（設計、整備工事、工事監理）、維持管理及び市場ＰＲ施設運営業務
対象施設は加工物流棟、南物流センター棟、関連棟で、平成21年4月より全施設の供用開始
事業期間は29年間（建設４年・管理25年）
特定事業選定時のVFMは11.0％、特定後の算出で12.5％の効果を見込む

図 51　神戸市中央卸売市場のＰＦＩ事業スキーム
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資料：神戸市「神戸市PFI指針」（R2.4）を編集


富山市公設地方卸売市場の事例
コンパクトな市場として再整備を行い、施設規模の縮小により生じた余剰地に民間収益施設を誘致することで、本事業にかかる市の負担を軽減
公共施設と民間施設の配置も含めて事業者が一体的に整備するPPP手法で実施
公共施設の事業範囲は設計、建設・工事監理、維持管理（市場運営は含まず）
民間施設の事業範囲は民間施設の整備・維持管理、運営業務等
令和3年4月に優先交渉権者と基本協定締結予定

[image: ]図 52　富山市公設地方卸売市場再整備事業　事業形態のイメージ












[image: ]表 38　富山市、事業者及び市場内事業者の役割分担表
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出典：いずれも富山市「富山市公設地方卸売市場再整備事業　募集要項」（R2.10）





奈良県中央卸売市場の事例
市場基礎機能の強化による市場ブランドと安全安心の実現を目的に再整備
観光への相乗効果の高い機能と複合化することで、市場（B to B）エリアと賑わい創出（B to C）の相乗効果を期待
市場施設をコンパクト化するとともに共同配送など効率的な流通システムを構築することで生み出した余剰地を活用
B to Bエリアの再整備事業は、財政負担の縮減・平準化を図るためPFI方式（サービス購入型）の採用を基本とし、今年度事業者公募準備業務を委託
B to Cエリアにおける事業手法は官民役割分担を設定の上、公共施設としての整備（PFI方式等の導入を含む）、民間収益施設の誘致（県有地の利活用等）などを検討
卸売市場エリア・賑わい創出エリアにおける事業は、その事業目的や民間事業者のビジネスモデルが異なるため、個別事業化も含めて最適な手法を検討

図 53　ゾーニングのイメージと施設計画概要
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※買収予定地については、駐車場敷地や進入路等としての利用を想定
出典：奈良県「奈良県中央卸売市場再整備基本計画」（R1.9）


広島市中央卸売市場の事例
平成30年度に東部市場を統合し、中央市場の敷地に現地建替えによる再整備の方向で基本計画策定
PFI方式あるいは定期借地方式を条件として引き続き検討していく方向性
市場施設の所有・運営主体は広島市、活用施設（民間事業者活用エリア）及び賑わい施設（関連事業者・賑わいエリア）の所有・運営主体は民間事業者を想定
整備費低減の観点から一部既存施設を有効活用
対話事業者を公募し、数社に絞り込んだうえで業界交えて対話・協議を重ね、施設配置や再整備の事業手法等を検討した後、事業実施者を公募するという手法を採用

[image: ]表 39　新中央市場建設に関わる対話事業　検討スケジュール









出典：広島市「広島市中央卸売市場 新中央市場建設に関わる対話事業者募集　募集要項」
（R1.10）
図 54　広島新中央卸売市場　施設配置イメージ
[image: ]












出典：広島市「新中央卸売市場建設基本計画（案）の概要」（H31.3）

[bookmark: _Toc65573604]整備手法の検討
機能強化を行い、競争力を高めていくための整備手法について、これまで検討してきたとおり、大きな方向性としてこれまでの長寿命化計画に加えて改修・増築で対応する方向性と、建替え再整備による方向性と二つの方向性が考えられる。そこで、各整備手法についてメリット・デメリットを整理した後、建替え再整備の場合の民間資本の活用手法について、ヒアリングの結果や事例調査の分析結果を踏まえ、いくつかのパターンを想定し検証を行う。

各整備手法のメリット・デメリットについて
ア）長寿命化計画＋改修・増築
財政面で考えた際に、大きなメリットとして、当面は多額の整備費用が不要であり、長寿命化計画に沿って施設の維持管理を行いながら平準化した投資にて対応ができるため、施設使用料の大幅な引き上げの必要がないことが挙げられる。
その中で、長寿命化計画で強化できない機能については改修・増築にて機能強化を行うことになり、現在地で建替え整備を行う場合と比較すれば、工事期間中の場内事業者の営業に対する影響が小さく抑えられる。一方、デメリットとしては、後付けの整備により動線の混雑をより招くことや、現在の施設を活かしながらであるため、付加する施設・機能に制約が出てしまい、機能を十分に発揮できないという可能性が考えられる。また、その結果として十分な機能強化が図れず、産地や実需者のニーズに対応しきれず取扱高が益々低下してしまうことも考えられ、立地優位性を活かした施設転換が図れず、近隣他市場が建替えを進める中、市場間競争にも不利な状況となってしまう恐れがある。

イ）建替え再整備
財政面で考えた際に、従来の公共施設の建替えと同様に公設で事業を実施する場合は、短期間で建設工事費など多額の整備費用が必要となることが最大のデメリットであるが、民間資本を活用することで、一定の整備費の圧縮や使用料引き上げの抑制が想定できる。ただし、民間資本を活用した際のコスト縮減の効果が上がらなければ、使用料の大幅な引き上げが避けられず、いまだ卸売市場で民間資本を活用した再整備事業の事例が少ない中、十分な検討が必要である。
また、機能面でみると、メリットとしてはすべての必要な機能強化が図られ、取扱高の増加につながることが想定され、さらに民間資本を活用することで、広域物流拠点として市場との相乗効果も見込むことができる。一方、デメリットとしては、現在地での建替え再整備となるのであれば、工事期間が長期に及び場内事業者の営業に対する影響が大きいことや、ローリング工事となるため種地が必要となり、工期の長期化やコスト増加が予想される。


長寿命化計画と機能強化の関係性
大阪府では、全庁方針である「大阪府ファシリティマネジメント基本方針」及び、市場劣化度調査により施設、設備の劣化状況、耐用年数等を把握し、市場の機能の維持と市場の活性化等の推進を踏まえて作成した、大阪府中央卸売市場中長期保全計画（以下「中長期保全計画」という。）に基づいて、計画的に適切な規模で施設整備を実施している。
中長期保全計画では、市場で今後30年間に必要とされる施設・設備改修、修繕にかかる費用を算出したところ、各設備等の耐用年数が大幅に経過しているものが中長期保全計画の初年度に集中することから、今後10年間で改善を図り、以後は計画的に改修・修繕を実施するものとしている。改修が必要な施設等に優先順位を付け、予防保全により長寿命化が図れるものについては、更新時期を遅らせるなど、改修にかかる費用を平準化し、適正な形で改修・修繕・予防保全を実施していくための試算を行ったところ、その事業費は、平成29年度から令和28年度までの30年間で312億円となる。30年間の長寿命化計画による施設整備費用を次頁の表 40に示す。
ただし、この長寿命化計画の対象は、あくまでも次頁以降の表 41に示すような現存する受変電設備や空調、換気設備といった現状施設・設備の不具合や経年劣化に備え機能を維持するための大規模改修、あるいは緊急または予防保全をする必要がある機能の維持補修等が基本であり、本市場の課題を解決するための機能強化の予算は別途必要となる。その場合は現在試算した312億円に加えて機能強化の費用、またその機能強化した設備等の維持管理費用も上乗せしていく必要がある。
「（２）市場の公益性について」（14頁）で示したとおり、卸売市場には公益性が高く、大阪府内に安定した食料供給をするためにその存在は不可欠である一方、他市場や市場外流通との競争にさらされているため、機能強化を怠ることで、本市場から顧客離れが進むことは避けなければいけない状況である。
現在の市場施設に対して機能強化をした場合、この30年間で312億円＋アルファの予算が必要であることと、後々に市場全体の更新費用が掛かることを考慮する必要がある。加えて、40年50年先を見据えてトータルコストを考えた際に、機能強化を図り再整備による建替えをどのタイミングで行うことが最も適切かを今後検討していく必要がある。
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[bookmark: _Ref62225676][image: ]表 40　長寿命化計画による施設整備費用集計表


















[image: ]

出典：大阪府中央卸売市場「大阪府中央卸売市場中長期保全計画」（H29.3）




[bookmark: _Ref49883609]表 41　長寿命化計画の対象となっている主な設備（抜粋）
	区分
	種別
	機器名等
	所在箇所

	電気設備
	受変電設備
	特別高圧受変電設備、
高圧受変電設備、
屋外キュービクル　他
	管理棟、青果棟、
水産棟、冷蔵庫棟、
加工施設　他

	
	中央監視設備
	中央監視装置、CPU.ICU盤入出力装置、補助継電器盤　他
	管理棟、冷蔵庫棟

	
	照明設備
	LED照明、ハイポール照明灯
	管理棟、青果棟、水産棟　他

	機械設備
	空調設備
	冷却塔、冷却水ポンプ、
パッケージ型空調機、
ヒートポンプ型ルームエアコン、空調調和器　他
	管理棟、青果棟、水産棟　他

	
	換気設備
	給気・排気ファン、有圧換気扇　他
	管理棟、青果棟、水産棟　他

	
	衛生設備
	洗面器、便器　他
	管理棟、青果棟、水産棟　他

	非常用発電設備
	非常用発電機、MG制御盤、
オイルタンク、動力盤　他
	管理棟、冷蔵庫棟

	直流電源設備
	直流電源装置、整流器、蓄電池　等
	管理棟、青果棟、冷蔵庫棟


資料：大阪府中央卸売市場「大阪府中央卸売市場長寿命化計画」（平成29年）を編集

注：基本的に現存設備のみで、新たな加工保管施設、冷蔵庫・保管庫の増設、コールドチェーン
を確保するための開閉設備、高度な衛生管理のための閉鎖型施設や非常用発電としての太
陽光発電の導入等の改修・増築等は含んでいない。



建替え再整備におけるパターン別検討
建替え再整備の場合の民間資本の活用手法について、ヒアリングの結果や事例調査の分析結果を踏まえ、用地及び建物の所有・整備の関係から、本市場に可能性があるパターンを表 42に整理する。なお余剰地については、用地を府が所有したまま事業用定期借地方式で民間事業者に貸し出し、民間事業者で施設整備・維持管理するスキームを想定している。

[bookmark: _Ref61958429]表 42　建替え再整備における手法比較表
	項目
	卸売市場
	特徴

	
	手法
	用地
	建物
	

	パターン1
	公設
	府所有
	府所有
	公設であるため最も府側の財政負担が大きく、民間収益施設の用地をどれだけ捻出できるかが重要

	パターン2
	PFI
（サービス
購入型）
	府所有
	BTO：府
BOT：民間
	民間が建設費など初期投資の資金を調達するため、府側の財政負担は平準化される

	パターン3
	DBO
	府所有
	府所有
	性能発注により事業費はコストダウンが見込めるが、資金調達は府側で行う

	パターン4
	PPP
（リース）
	府所有
（定期借地）
	民間所有
	府側の初期投資や維持管理費は低減されるものの、民間側の負担が増大



パターン1の従来式の公設手法が最も府側の負担が大きく、次いでパターン3のDBOやパターン2のPFIの手法、最も府側の財政負担が小さいパターンは、パターン4の定期借地方式により民間が卸売市場を建設して、府にリースするという公的不動産の利活用によるPPP方式となる。



ア）パターン１　市場：公設＋収益施設：PPP

図 55　パターン1の卸売市場及び余剰地の利用イメージ
[image: ]






卸売市場は公設として、余剰地を事業用定期借地で民間事業者に貸し出し、その賃料を市場会計に繰り入れするパターンである。府は初期投資の確保が必要になるものの、余剰地を活用することで施設使用料の低減を見込むことができる。公設であるため最も府側の財政負担が大きく、民間の収益施設の用地をどれだけ捻出できるかが重要となってくる。

イ）パターン２　市場：PFI＋収益施設：PPP

[image: ]図 56　パターン2の卸売市場及び余剰地の利用イメージ







卸売市場はPFIによるサービス購入型とし、余剰地を事業用定期借地で民間事業者に貸し出し、その賃料を市場会計に繰り入れするパターンである。
民間が建設工事費などの初期投資の資金を調達し、府はそのサービス対価として事業期間で平準化して支払うため、府側の財政負担は平準化される。事業方式として、BTO（Build Transfer Operate；民間が建設して所有権を府に移し、維持管理する）あるいはBOT（Build Operate Transfer；事業終了後に公共へ所有権を移転する）等があるが、一般的には所有権を保持しているほうがリスクとなるため、民間事業者側としてはBTOの要望が大きい。また、パターン1と同様、余剰地を活用することで施設使用料の低減を見込むことができる。


ウ）パターン３　市場：DBO＋収益施設：PPP

[image: ]図 57　パターン3の卸売市場及び余剰地の利用イメージ







パターン3は卸売市場をDBO（Design Build Operate；設計・建設・維持管理を一括して性能発注）方式とし、府側で初期投資の確保は必要であるものの、民間が借入するより低い利率で資金調達し、かつ一括して性能発注することで民間の創意工夫を引き出しコストダウンする方法である。また、パターン1・2と同様、余剰地を活用することで施設使用料の低減を見込むことができる。

エ）パターン４　市場及び収益施設：PPP

[image: ]図 58　パターン4の卸売市場及び余剰地の利用イメージ







パターン4は用地全体を民間事業者に事業用定期借地で貸し出して、卸売市場を含み施設を一体的に整備した後、府が市場部分をマスターリースで一括賃借する方法である。施設全体で民間事業者が維持管理するため、府の初期投資・施設維持管理費が低減できる一方、民間事業者への裁量が多い分、場内事業者側との調整が課題となると想定される。民間施設であるため、農林水産省等の国庫補助金の要件にも該当せず、民間事業者にとっては負担が大きいスキームである。
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＜中央卸売市場　中長期保全計画（LCC試算表）＞

 ■中長期保全計画（LCC試算）を踏まえた今後３０年間に係る費用の比較

　　　　【現状改修計画に基づく今後３０年間の総合計 】　（※市場試算）

  （千円）

大阪府中央卸売市場 1年目 41年目 42年目 43年目 44年目 45年目 46年目 47年目 48年目 49年目 50年目 51年目 52年目 53年目 54年目 55年目 56年目 57年目 58年目 59年目 60年目 61年目 62年目 63年目 64年目 65年目 66年目 67年目 68年目 69年目 70年目

－

S５１

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H41 H42 H43 H44 H45 H46 H47 H48 H49 H50 H51 H52 H53 H54 H55 H56 H57 H58

8,316,000 831,600 839,600 925,600 839,600 853,600 991,600 856,600 837,600 890,600 862,600 11,000 44,000 15,000 30,000 47,000 1,000 59,000 161,000 192,000 183,000 523,000 80,000 124,000 68,000 14,000 151,000 20,000 2,170,000 53,000 0 12,675,000 422,500   4,225,000

12,038,000 1,203,800

1,207,800 1,212,800 1,208,800 1,218,800 1,221,800 1,244,800 1,208,800 1,207,800 1,219,800 1,321,000 189,000 8,000 312,000 35,000 75,000 8,000 5,000 117,000 300,000 1,002,000 145,000 644,000 484,000 652,000 1,099,000 663,000 655,000 795,000 466,000 21,130,000 704,333   7,043,333

10,591,000 1,059,100

1,060,100 1,154,100 1,516,100 1,573,100 1,744,100 1,342,100 1,267,100 1,284,100 1,081,100 22,000 141,000 23,000 217,000 0 369,000 204,000 0 0 9,000 2,123,000 0 95,000 436,000 709,000 659,000 194,000 1,000 0 0 18,283,000 609,433   6,094,333

30,945,000 3,094,500

3,107,500 3,292,500 3,564,500 3,645,500 3,957,500 3,443,500 3,313,500 3,382,500 3,163,500 1,354,000 374,000 46,000 559,000 82,000 445,000 271,000 166,000 309,000 492,000 3,648,000 225,000 863,000 988,000 1,375,000 1,909,000 877,000 2,826,000 848,000 466,000 52,088,000 1,736,267   17,362,667

※耐用年数の周期に基づき整備する前提での試算表

※計画初年度は未改修部分が多く費用が高額となるため、改修費用を１０年間で整備する前提での試算表

　　　　 【中長期保全計画（中間報告）案 ＜長寿命化＞ 】　（※委託業者試算）

399,000 563,000 546,000 473,000 460,000 562,000 479,000 492,000 452,000 61,000 639,000 104,000 54,000 71,000 111,000 196,000 23,000 20,000 21,000 18,000 10,872,209 362,407  

186,700 727,000 268,000 626,000 1,006,000 554,000 500,000 316,000 309,000 522,000 378,000 262,000 515,000 513,000 520,000 833,000 599,000 545,000 867,000 522,000 7,202,700 240,090  

97,200 904,000 880,000 1,046,000 448,000 306,000 585,000 320,000 675,000 194,000 501,000 237,000 424,000 466,000 270,000 381,000 922,000 368,000 281,000 409,000 7,353,200 245,107  

621,282 663,680 366,251 518,448 516,229 477,091 510,770 526,699 472,054 455,705 682,900 2,194,000 1,694,000 2,145,000 1,914,000 1,422,000 1,564,000 1,128,000 1,436,000 777,000 1,518,000 603,000 993,000 1,050,000 901,000 1,410,000 1,544,000 933,000 1,169,000 949,000 31,155,109 1,038,504  

※長寿命化計画の試算表については、当初１０年間を詳細版による数値を、残２０年については推計値を使用

 ■中長期保全計画（修繕実施計画）を踏まえた今後10年間に係る費用の比較

□　長寿命化計画（10年間）に基づく事業費　＜委託業者案＞

（千円）

 ■中長期保全計画（LCC試算）を踏まえた今後３０年間に係る費用の比較

大阪府中央卸売市場

1年目 41年目 42年目 43年目 44年目 45年目 46年目 47年目 48年目 49年目 50年目

－

S５１ H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

424,583

444,302 213,993 329,477 309,669 288,924 312,071 332,461 287,086 282,250

百万円

128,926

158,619 89,994 116,463 129,271 98,800 128,257 132,629 118,899 94,333 　A　現状改修計画に基づく今後３０年間の総合計（推計）

31,652 32,980 41,758 42,718 43,374 37,783 33,460 31,053 43,793 42,545 　B　長寿命化計画に基づく今後３０年間の総合計（見込）

36,121 27,779 20,506 29,790 33,915 51,584 36,982 30,556 22,276 36,577

621,282

663,680 366,251 518,448 516,229 477,091 510,770 526,699 472,054 455,705

◇長寿命化計画による縮減額（３０年間）（A-B）

削減率

40.1%

　　　　大阪府中央卸売市場長寿命化計画（10年間）に基づく事業費　＜市場案＞

（千円）

大阪府中央卸売市場

1年目 41年目 42年目 43年目 44年目 45年目 46年目 47年目 48年目 49年目 50年目

 ■中長期保全計画（修繕実施計画）を踏まえた今後10年間に係る費用の比較

－

S５１ H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38

○今後１０年間（H29～３８）における長寿命化計画による削減効果

424,583

444,302 213,993 329,477 309,669 288,924 312,071 332,461 287,086 282,250

百万円

128,926

158,619 89,994 88,458 93,593 65,801 97,149 97,639 80,413 90,492

31,652 32,980 41,758 42,718 43,374 37,783 33,460 31,053 43,793 42,545

36,121 27,779 20,506 29,790 33,915 51,584 36,982 30,556 22,276 36,577

621,282

663,680 366,251 490,443 480,551 444,092 479,662 491,709 433,568 451,864

※ 平成２８年度実施のFM調査結果により項目・優先順位等の変更有

◇現状改修計画との比較（A’－C）

※ 市場経営状況等を考慮し、施設整備及び計画修繕と予防保全を必要最低限10％程度行う条件で試算 削減率 71.6%

総合計

【

長

寿

命

化

計

画

に

よ

る

見

込

額

】

今後１０年間の

事業費見込

(平均×１０年）

【

長

寿

命

化

計

画

】

326,086

516,229 477,091

12,439

991,084

合計

20,932

合計

棟 名 称

510,770 526,699

施設名称

4,924

和暦（年度）

518,448

52,088

5,128,209

1,196,191

381,116

621,282



年平均額

 

和暦（年度）

施 設 整 備 費

計 画 修 繕

（大規模更新）

機械設備

竣工後年数

663,680 366,251

計 画 修 繕

（小規模更新）

施 設 整 備 費



棟 名 称 和暦（年度）

施設名称 竣工後年数

【施設整備】

＋

【計画修繕】

＋

【予防保全】

総合計

総合計

総合計

施設名称 竣工後年数



未改修

費用

【※】

建　　　築

電気設備

機械設備

予防保全（最低限10％程度）

計 画 修 繕

（小規模更新）

建　　　築

電気設備

予防保全（最低限10％程度）

計 画 修 繕

（大規模更新）

棟 名 称

【

長

寿

命

化

計

画

　

再

掲

】

3,224,816

381,115

326,086

【長寿命化計画の再検討】

4,923,101

３０年間の

総合計

（ア）

○長寿命化計画による削減効果 

472,054 455,705

3,224,816

31,156

C　大阪府中央卸売市場長寿命化計画（10年間）に基づく事業費　＜市場案＞

　A’　A（現状改修計画に基づく今後３０年間の総合計（推計））を基に

　　　　算定した今後１０年間の事業費見込(平均×１０年）

17,363

【※中長期保全計画（実施計画案）を反映し、今後30年間に係る費用を試算】

長寿命化計画に

基づき

、修繕費

（＝予防保全）を

適切に行うことで、

施設整備費等の

縮減が可能

A'

A

B

C
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